
附 則

この企業管理規程は、平成25年４月１日から施行する。

企業局会計規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。

平成25年３月29日

宮崎県企業局長 熱 砂 公 一

宮崎県企業局企業管理規程第３号

企業局会計規程の一部を改正する企業管理規程

企業局会計規程（平成14年宮崎県企業局企業管理規程第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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宮崎県企業局長 熱 砂 公 一
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宮崎県公営企業管理者の職務代理に関する規程の一部を改正する企業管理規程

宮崎県公営企業管理者の職務代理に関する規程（平成18年宮崎県企業局企業管理規程第18号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

第３条 管理者及び副局長にともに事故があるとき、又は管理者及

び副局長がともに欠けたときの管理者の職務を代理する職員は、

技監（土木担当）とする。

第３条 管理者及び副局長にともに事故があるとき、又は管理者及

び副局長がともに欠けたときの管理者の職務を代理する職員は、

技監とする。

改正後改正前

（企業出納員等）

第７条 ［略］

２・３ ［略］

４ 企業出納員の事務を補助する企業会計員には、総務課出納担当

に勤務する職員をもって充て、物品分任出納員の事務を補助する

企業会計員には、総務課総務・管財担当に勤務する職員（電気課

又は施設管理課兼務を命ぜられた職員に限る。）及び施設管理課

契約・管理担当に勤務する職員をもって充てる。

（予算執行伺及び合議）

第46条 ［略］

２ 前項の規定により予算執行伺をするときは総務課長に合議しな

ければならない。ただし、令第21条の14第１項第２号から第７号

までの規定に基づく随意契約に係る予算執行伺いをするときは、

総務課長及び企業出納員に合議しなければならない。

（企業出納員等）

第７条 ［略］

２・３ ［略］

４ 企業出納員の事務を補助する企業会計員には、総務課出納担当

に勤務する職員をもって充て、物品分任出納員の事務を補助する

企業会計員には、総務課総務・管財担当に勤務する職員（電気課

又は施設管理課兼務を命ぜられた職員に限る。）及び施設管理課

契約・設備改良担当に勤務する職員をもって充てる。

（予算執行伺及び合議）

第46条 ［略］

２ 前項の規定により予算執行伺をするときは総務課長に合議しな

ければならない。ただし、令第21条の14第１項第２号から第９号

までの規定に基づく随意契約に係る予算執行伺いをするときは、

総務課長及び企業出納員に合議しなければならない。
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（履行遅滞）

第97条 ［略］

２ 前項の損害金の額は、未済部分の契約代金の額に対し、遅延日

数に応じ、年 3．1パーセントの割合（この場合における年当たり

の割合は、閏年の日を含む期間についても、 365日当たりの割合

とする。）で計算した額とする。

３ ［略］

（検査員の職務）

第 101条 ［略］

２～５ ［略］

６ 検査員（管理者から委託を受けた検査員を除く。）は、前項の

規定にかかわらず、当該契約代金の額又は単価契約及び月額で支

払う賃貸借契約でその支払時における支出額の 100万円未満のも

のについては債権者の請求書の余白に検査済の旨及びその年月日

を記入してこれに代えることができる。

（不用品等の処分等）

第 166条 ［略］

２ ［略］

３ 物品受払通知者は、前項第２号の規定により不用品等の処分が

決定したときは、企業出納員に払出し通知しなければならない。

ただし、処分の決定した不用品等が備品であるときは、固定資産

除却申請書を添えて通知しなければならない。

４ ［略］

（取得及び異動の報告）

第 191条 ［略］

２ 主務課長等は、固定資産（備品を除く。）を除却するときは固

定資産除却申請書を総務課長に提出しなければならない。

（履行期限延長の手続等）

第 199条 ［略］

２・３ ［略］

４ 第２項本文の延納利息の率は、年 3．1パーセント（この場合に

おける年当たりの率は、閏年の日を含む期間についても、 365日

当たりの率とする。）とする。ただし、種々の事情を参酌してそ

の率によることが著しく不適当である場合は、この率を下る率に

よることができる。

５ ［略］

別表第１ 勘定科目表

電気事業会計勘定科目表

資産

１ 固定資産

（履行遅滞）

第97条 ［略］

２ 前項の損害金の額は、未済部分の契約代金の額に対し、遅延日

数に応じ、年 3．0パーセントの割合（この場合における年当たり

の割合は、閏年の日を含む期間についても、 365日当たりの割合

とする。）で計算した額とする。

３ ［略］

（検査員の職務）

第 101条 ［略］

２～５ ［略］

６ 検査員（管理者から委託を受けた検査員を除く。）は、前項の

規定にかかわらず、当該契約代金の額又は単価契約、月額で支払

う賃貸借契約及び委託契約（庁舎管理等定例的なものに限る。）

でその支払時における支出額が 100万円未満のものについては債

権者の請求書の余白に検査済の旨及びその年月日を記入してこれ

に代えることができる。

（不用品等の処分等）

第 166条 ［略］

２ ［略］

３ 物品受払通知者は、その所管に属する物品を企業目的に添う場

合又は企業業務に支障がない場合に限り、適正な価格で譲渡する

ことができる。ただし、公益上必要があるときは、他の地方公共

団体その他公共団体に譲与し、又は時価よりも低い価額で譲渡す

ることができる。

４ 物品受払通知者は、第２項第２号及び前項の規定により不用品

等の処分が決定したときは、企業出納員に払出し通知しなければ

ならない。ただし、処分の決定した不用品等が備品であるときは

、固定資産除却申請書を添えて通知しなければならない。

５ ［略］

（取得及び異動の報告）

第 191条 ［略］

２ 主務課長等は、固定資産（備品を除く。）を除却するときは固

定資産除却申請書を総務課長に提出しなければならない。ただし

、予算の執行を伴う除却については、固定資産除却報告書をもっ

てこれに代えることができる。

（履行期限延長の手続等）

第 199条 ［略］

２・３ ［略］

４ 第２項本文の延納利息の率は、年 3．0パーセント（この場合に

おける年当たりの率は、閏年の日を含む期間についても、 365日

当たりの率とする。）とする。ただし、種々の事情を参酌してそ

の率によることが著しく不適当である場合は、この率を下る率に

よることができる。

５ ［略］

別表第１ 勘定科目表

電気事業会計勘定科目表

資産

１ 固定資産

備考細々節細節節目項款

各節ごとに資産

単位物品ごとの

物品帳簿原価及

び工費帳簿原価

の別に区分して

整理する。

所別に整理する

。ただし、貯水

池、専用鉄道、

水源かん養林、

水力発電

設備

固定資産

備考細々節細節節目項款

各節ごとに単位

資産ごとの物品

帳簿原価及び工

費帳簿原価の別

に区分して整理

する。

所別に整理する

。ただし、貯水

池、水源かん養

林、総合制御室

水力発電

設備

固定資産
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水力総括事務所

等で１発電所に

所属しないもの

は、単独に目を

設けて整理する

。

（何）

発電所

本局

［略］土地

［略］

緑のダム造成事

業に伴うものを

整理する。

土地

緑のダム

［略］

［略］事業外固

定資産
［略］業務設備

［略］貯水池

立木

複層林

［略］

営林署分

収林

多良木町

分収林

分収林分収林

［略］

［略］建設仮勘

定

［略］建設仮勘

定

石一かん

養林仮勘

定

渡川かん

養林仮勘

定

綾一かん

養林仮勘

定

綾二かん

養林仮勘

定

立花かん

養林仮勘

定

岩瀬川か

ん養林仮

勘定

水源かん

養林仮勘

定

水源かん

養林仮勘

定

［略］

［略］建設会計

仮勘定

複層林仮

勘定

石一複層

林仮勘定

渡川複層

林仮勘定

綾一複層

林仮勘定

綾二複層

林仮勘定

立花複層

林仮勘定

岩瀬川複

層林仮勘

定

［略］

等で１発電所に

所属しないもの

は、単独に目を

設けて整理する

。

（何）

発電所

本局

［略］土地

緑のダム造成事

業により取得し

たものを整理す

る。

緑のダム造成事

業以外により取

得したものを整

理する。

水源かん養林の

取得に関して要

した買収代及び

周旋料、消耗品

費等の諸経費並

びに植林費を整

理する。

緑のダム

用地

その他用

地

立木

水源かん

養林

［略］

［略］

［略］事業外固

定資産
［略］業務設備

［略］貯水池

［略］

用途を廃止し、

除却を予定して

いる設備を整理

する。「水力発

電設備」、「送

電設備」及び「

業務設備」の同

節及びその細節

に準ずる。

営林署分

収林

多良木町

分収林

分収林

分収林

廃止設備

［略］

［略］固定資産

仮勘定

［略］建設仮勘

定

水源かん

養林仮勘

定

［略］

［略］建設会計

仮勘定

［略］
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２～９ ［略］２～９ ［略］

［略］（何）

建設工事

工事件名別に目

を設け、「電気

事業固定資産」

の節及び細節に

準ずる。

除却仮勘

定

［略］

［略］（何）

建設工事
「建設仮勘定」

の節に準ずる。

大規模な除却工

事を行う場合、

「除却仮勘定」

に準じて工事ご

とに整理する。

除却仮勘

定

（何）

除却工事

［略］

別記様式第56号を次のように改める。
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附 則

この企業管理規程は、平成25年４月１日から施行する。

企業局公有財産取扱規程をここに公表する。

平成25年３月29日

宮崎県企業局長 熱 砂 公 一

宮崎県企業局企業管理規程第４号

企業局公有財産取扱規程

目次

第１章 総則（第１条・第２条）

第２章 取得、管理及び処分の機関（第３条－第７条）

第３章 取得（第８条－第12条）

第４章 管理

第１節 通則（第13条－第15条）

第２節 用途の変更又は廃止（第16条・第17条）

第３節 貸付け（第18条－第28条）

第４節 目的外使用許可（第29条－第35条）

第５節 所管換え等（第36条－第42条）

第６節 維持及び保管（第43条－第45条）

第５章 処分等（第46条－第49条）

附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 企業局の所有に属する公有財産の取得、管理及び処分並びに不動産の借受けに関する事務の取扱いについては、別に定めがあるも

のを除くほか、この規程の定めるところによる。

（用語の定義）

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

（１） 公有財産 企業局の用に供する資産のうち地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「自治法」という。）第 238条第１項に規定す

る財産をいう。

（２） 行政財産 地方公営企業の用に供する資産のうち自治法第 238条第３項に規定する行政財産をいう。

（３） 普通財産 地方公営企業の用に供する資産のうち自治法第 238条第３項に規定する普通財産をいう。

（４） 水源かん養林 行政財産のうち水源のかん養を目的として所有する森林原野をいう。

（５） 分収林 普通財産のうち国有林野の管理経営に関する法律（昭和26年法律第 246号）又は分収林特別措置法（昭和33年法律第57号

）に基づく分収育林契約の目的たる共有樹木をいう。

（６） 本庁 企業局組織規程（平成11年宮崎県企業局企業管理規程第３号。以下「組織規程」という。）第２条第２項に規定する本庁を

いう。

（７） 課 組織規程第３条に規定する課をいう。

（８） 出先機関 組織規程第２条第３項に規定する出先機関をいう。

（９） 所管換え 企業局と知事部局、教育委員会又は警察本部との間において、その公有財産の所管を移すことをいう。

（10） 所属替え 本庁各課及び出先機関の間又は本庁内において、その公有財産の所属を移すことをいう。

（11） 分類換え 普通財産から行政財産へ移し換えることをいう。

（12） 編入換え 公有財産から物品へ、物品から公有財産へ移し換えることをいう。

（13） 使用承認 本庁及び出先機関の間若しくは本庁内又は企業局と知事部局、教育委員会若しくは警察本部との間において、その公有

財産の所管又は所属を移すことなく、使用させることをいう。

第２章 取得、管理及び処分の機関

（取得事務を分掌する機関）

第３条 行政財産の取得に関する事務は、当該行政財産を事務又は事業の用に使用する課が分掌する。ただし、当該行政財産が２以上の課

において事務又は事業の用に使用される場合は、企業局長が指定する課が分掌する。

２ 普通財産の取得に関する事務は、総務課が分掌する。

３ 前２項の規定にかかわらず、企業局長が特に必要と認める公有財産の取得に関する事務については、企業局長が別に指定する課又は出

先機関が分掌する。

（管理事務を分掌する機関）

第４条 行政財産の管理に関する事務は、当該行政財産を事務又は事業の用に使用する課又は出先機関が分掌する。ただし、土地の管理、

公有財産の貸付け及び使用承認並びに行政財産の目的外使用許可に関する事務は、総務課が分掌する。
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２ 行政財産が２以上の課において事務又は事業の用に使用される場合は、当該行政財産の管理に関する事務は、企業局長が指定する課が

分掌する。

３ 普通財産の管理に関する事務は、総務課が分掌する。ただし、建物又は工作物で取壊し、又は撤去のため行政財産の用途を廃止した普

通財産の管理に関する事務は、当該建物又は工作物を行政財産として管理していた課又は出先機関が分掌する。

４ 前３項の規定にかかわらず、企業局長が特に必要と認める公有財産の管理に関する事務については、企業局長が別に指定する課又は出

先機関が分掌する。

（処分事務を分掌する機関）

第５条 普通財産の処分に関する事務は、総務課が分掌する。ただし、建物又は工作物で取壊し、又は撤去のため行政財産の用途を廃止し

た普通財産の処分に関する事務は、当該建物又は工作物を行政財産として管理していた課又は出先機関が分掌する。

２ 前項の規定にかかわらず、企業局長が特に必要と認める普通財産の処分に関する事務については、企業局長が別に指定する課又は出先

機関が分掌する。

（専決）

第６条 別表の左欄に掲げる者は、それぞれ同表の右欄に掲げる事務を専決するものとする。

（合議）

第７条 課の長は、次に掲げる場合においては、あらかじめ総務課長に合議しなければならない。

（１） 公有財産として財産を購入し、交換し、寄附を受け、又は権利の設定等（以下「取得」という。）をしようとするとき。

（２） 建物、船舶その他工作物を新築し、新造し、増改築し、増改造し、又は移築しようとするとき。

（３） 権利等の登記又は登録をしようとするとき。

（４） 登記前支払いをしようとするとき。

（５） 行政財産（工作物を除く。）の用途を変更し、又は廃止しようとするとき。

（６） 公有財産の所管換え、所属替え、使用承認、分類換え又は編入換えをしようとするとき。

（７） 工作物で取り壊し、又は撤去のため行政財産の用途を廃止したものを売り払い、又は譲与しようとするとき。

第３章 取得

（公有財産の取得）

第８条 課の長は、公有財産として財産を取得しようとするときは、あらかじめ当該財産について、現況、境界等必要な調査を行うほか、

私権の設定又は特殊な義務（以下「私権の設定等」という。）の有無を調査しなければならない。

２ 課の長は、公有財産として財産を取得しようとするときは、次に掲げる事項を明らかにした書類を作成し、決裁を受けなければならな

い。ただし、取得の方法又は財産の性質によっては、その一部を省略することができる。

（１） 取得しようとする理由及び取得の方法

（２） 所在地

（３） 土地についてはその地目及び面積、建物についてはその構造及び面積、その他のものについてはその種類、数量等

（４） 取得予定価格及び価格算定の基礎

（５） 相手方の住所及び氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名。以下同じ。）

（６） 予算額及び予算科目

（７） 契約の方法及びその理由

（８） 契約書案

（９） 関係図面

（10） 境界確認書（別記様式第１号）

（11） 登記又は登録を要する財産については、登記事項証明書若しくは登録簿謄本又は登記若しくは登録事項の調査書

（12） 取得しようとする建物の敷地が第三者の所有に係るものにあっては、その面積並びに所有者の住所、氏名及び敷地貸付承諾書

（13） 寄附財産については、寄附申込書（別記様式第２号）及び寄附受納書（別記様式第３号）

（14） 寄附に際しての条件

（15） 私権の設定等があるときは、その内容及び解除の見込み

（16） その他参考となるべき事項

３ 第１項の規定による調査により、当該財産について、私権の設定等がありこれを解除する必要があるときは、その所有者若しくは権利

者にこれを解除させ、又は解除させるための必要な措置を講じた後でなければ契約を締結してはならない。

（不動産の借受け）

第９条 課の長は、新たに不動産を借り受けようとするときは、あらかじめ総務課長に協議しなければならない。ただし、引き続いて借り

受ける場合にあっては、当該協議を省略することができる。

２ 前条第２項の規定は、課の長が行う不動産の借受けについて準用する。

（新築、新造、増改築、増改造又は移築）

第10条 課の長は、建物、船舶、その他工作物を新築し、新造し、増改築し、増改造し、又は移築しようとするときは、次に掲げる事項を

明らかにした書類を作成し、決裁を受けなければならない。ただし、物件の性質によっては、その一部を省略することができる。

（１） 新築、新造、増改築、増改造又は移築の理由
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（２） 建物敷地の所在地（移築にあっては、従前の敷地について同じ。）

（３） 敷地の地目及び面積

（４） 借地にあっては、敷地の所有者の氏名、借地料、借地期間その他必要な事項を記載した承諾書及びその登記事項証明書（登記事項

の全部を証明したものに限る。）又は登記事項の調査書

（５） 新築、新造、増改築、増改造又は移築をしたものの構造及び面積又は数量

（６） 建築又は建造価格

（７） 完成予定年月日

（８） 関係図面

（９） その他参考となるべき事項

（登記、登録等）

第11条 権利等の登記又は登録を要する公有財産を取得したときは、課の長は、速やかに登記又は登録の手続をしなければならない。

２ 登記のない土地を取得したときは、課の長は、直ちに表示及び権利に関する登記の手続をしなければならない。

３ 土地を取得したときは、課の長は、その境界を明らかにするため、別に定める境界標を設置しなければならない。

（代金の支払）

第12条 取得した公有財産の代金は、登記又は登録を有する公有財産については登記又は登録を完了した後に、その他の公有財産について

は引渡しを受けた後に支払わなければならない。ただし、企業局長が特に必要と認めたときは、この限りでない。

第４章 管理

第１節 通則

（公有財産台帳）

第13条 総務課長は、公有財産の種類、用途、所在、数量、価額等管理上必要な事項を明らかにした公有財産台帳（別記様式第４号）を作

成し、関係図面とともに保管するものとする。

２ 総務課長は、公有財産に異動が生じたときは、速やかに公有財産台帳を修正しなければならない。

（借受財産台帳）

第14条 課の長は、借受不動産に関しその現状を明らかにするため、借受財産台帳（別記様式第５号）を作成保管し、異動が生じた場合に

は、これを修正しなければならない。

（事故の報告）

第15条 課又は出先機関の長は、天災その他の事故により、その管理する公有財産が滅失し、又は破損したときは、直ちに次に掲げる事項

を事故発生報告書（別記様式第６号）により総務課長を経由して企業局長に報告するとともに、復旧その他必要な措置を講じなければな

らない。

（１） 被害財産の名称及び所在地

（２） 被害財産の種類及び種別

（３） 事故の発生日時

（４） 滅失又は破損の原因

（５） 滅失又は破損の状況及び数量

（６） 損害見積価額

（７） その他参考となるべき事項

第２節 用途の変更又は廃止

（行政財産の用途の変更又は廃止）

第16条 課の長は、行政財産の用途の変更又は廃止をしようとするときは、次に掲げる事項を明らかにした書類を作成し、決裁を受けなけ

ればならない。ただし、行政財産の性質によっては、その一部を省略することができる。

（１） 変更又は廃止の理由

（２） 所在地及び名称

（３） 土地についてはその地目及び面積、建物についてはその構造及び面積、その他のものについてはその種類、数量等

（４） 変更又は廃止後の利用計画又は処分方法

（５） 関係図面

（６） 分筆登記の必要の有無

（７） その他参考となるべき事項

２ 課の長は、行政財産の用途を廃止したときは、当該用途の廃止によって生じた普通財産を用途廃止財産引継書（別記様式第７号）によ

り、直ちに総務課長に引き継がなければならない。ただし、第５条第３項ただし書に該当する普通財産については、この限りでない。

（普通財産の引継ぎ）

第17条 課の長は、その所管に属する普通財産を総務課長に引き継ぐ場合は、前条第２項の規定に準じて引き継がなければならない。

第３節 貸付け

（公有財産の貸付け）

第18条 総務課長は、公有財産を借り受けようとする者については、個人にあっては公有財産借受申請書（別記様式第８号）を、法人又は
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法人格を有しない団体（以下「法人等」という。）にあっては公有財産借受申請書及び役員等一覧（別記様式第９号）を提出させ、次に

掲げる事項を明らかにし、決裁を受けなければならない。ただし、役員等一覧の提出については、国又は地方公共団体その他公共団体に

貸し付けるときはこの限りでない。

（１） 貸し付けようとする理由

（２） 所在地及び名称

（３） 土地についてはその地目及び面積、建物についてはその構造及び面積、その他のものについてはその種類及び数量等

（４） 貸付料予定額及び算定の基礎

（５） 貸付料納付の期間及び方法

（６） 予算額及び予算科目

（７） 貸付期間

（８） 相手方の住所及び氏名

（９） 貸付契約書案

（10） 無償又は減額貸付けをする場合は、その根拠及び理由

（11） 関係図面

（12） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団関係者（暴力団員（同条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団若しくは暴力団

員と密接な関係を有する者をいう。以下同じ。）でないこと。

（13） その他参考となるべき事項

２ 総務課長は、行政財産の貸付けに当たっては、当該行政財産の貸付期間内における公用又は公共用に供せられる予定の有無を確認し、

その予定のない場合に限り、これを貸し付けることができる。

３ 前２項の規定は、地方公営企業法施行令第26条の５の規定により土地の貸付けを行う場合に準用する。

（公有財産の貸付期間）

第19条 公有財産の貸付期間は、次の各号に掲げる貸付けの区分に応じ、当該各号に定める期間を超えないものとする。

（１） 建物の所有を目的とする土地の貸付けで借地借家法（平成３年法律第90号）第22条の適用を受けるもの 50年

（２） 専ら事業の用に供する建物（居住の用に供するものを除く。）の所有を目的とする土地の貸付けで借地借家法第24条の適用を受け

るもの 20年

（３） 前２号に掲げる貸付けを除くほか、建物の所有を目的とする土地の貸付け 30年

（４） 植樹を目的とする土地の貸付け 20年

（５） 前各号に規定する目的以外の土地、建物又は建物以外の土地の定着物の貸付け ５年

２ 前項の規定にかかわらず、同項第１号の貸付けについては、特に必要があると認めるときは、同号に定める期間を超えて貸し付けるこ

とができる。

３ 第１項に定める期間は、同項第１号及び第２号の貸付けを除くほか、更新することができる。この場合において、その期間は、当該更

新のときから同項に定める期間を超えることができない。

（貸付料）

第20条 公有財産の貸付料は、別に定めのあるもののほか、公有財産取扱規則（昭和39年宮崎県規則第20号）第16条第１項の規定の例によ

り算定するものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、公有財産の貸付料の標準年額は、入札によって決定することができる。この場合において、企業局会計規程

（平成14年宮崎県企業局企業管理規程第６号）第 111条第１項に規定する予定価格は、前項の規定により算出された標準年額とする。

３ 貸付料は、定期に納入させなければならない。ただし、その全部又は一部を前納させることができる。

（公有財産の無償貸付け又は減額貸付け）

第21条 公有財産は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを無償又は時価よりも低い額で貸し付けることができる。

（１） 国、地方公共団体その他公共団体又は公共的団体において公用若しくは公共用又は公益事業の用に供するとき。

（２） 地震、火災、水害等の災害により、貸付財産が当該貸付けの目的を達し難くなったと管理者が認めたとき。

（３） その他企業局長が特に必要があると認めるとき。

（契約事項）

第22条 公有財産を貸し付ける場合は、次に掲げる事項を契約しなければならない。ただし、特に必要がないと認めるときは、その一部を

省略することができる。

（１） 貸付財産の表示

（２） 使用目的及び使用上の制限に関すること。

（３） 貸付期間及び更新に関すること。

（４） 貸付料及びその改定に関すること。

（５） 貸付料の納入方法及び納入期日に関すること。

（６） 転貸、権利譲渡等の禁止に関すること。

（７） 修繕等の義務負担に関すること。
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（８） 原状を変更し、荒廃させ又は破損した場合の負担に関すること。

（９） 原状回復及び損害賠償に関すること。

（10） 契約解除に関すること。

（11） 貸付財産の返還に関すること。

（12） 貸付料の返還に関すること。

（13） その他必要と認める事項

（貸付けに係る債権の保全）

第23条 公有財産を貸し付ける場合は、適当と認められる連帯保証人を立てさせなければならない。ただし、国又は地方公共団体に貸し付

けるとき、その他特に必要がないと認めたときはこの限りでない。

２ 連帯保証人が不適当と認められるにいたったときは、直ちに新たな連帯保証人を立てさせ、連帯保証人変更届（別記様式第10号）を提

出させなければならない。

３ 公有財産の借受人がその住所若しくは氏名を変更したとき、又は連帯保証人の住所若しくは氏名に変更があったときは、直ちに公有財

産借受人（連帯保証人）住所氏名変更届（別記様式第11号）を提出させなければならない。

４ 貸付けに係る債権の保全が連帯保証人の保証では十分でない場合又は連帯保証人の保証が受けられない場合は、公有財産の借受人に対

し、貸付けに係る債権の保全に十分な担保の提供を求めなければならない。

（公有財産の貸付期間の延長及び更新）

第24条 課の長は、公有財産の借受人が貸付期間の延長又は更新を希望するときは、個人にあっては公有財産借受期間延長（更新）申請書

（別記様式第12号）を、法人等にあっては公有財産借受延長（更新）申請書及び役員等一覧を借受期間満了の日前15日までに提出させ、

決裁を受けなければならない。ただし、役員等一覧の提出については、国又は地方公共団体その他公共団体に貸し付けるときはこの限り

でない。

（遵守事項等）

第25条 公有財産の借受人は、次の各号に掲げる事項を守らなければならない。ただし、特に企業局長の承認を受けたときは、この限りで

ない。

（１） 借受財産を転貸しないこと。

（２） 借り受けた権利を譲渡しないこと。

（３） 借受財産の原状を変更し、又はこれに工作を加えないこと。

（４） 借受財産の使用目的又は用途を変更しないこと。

（５） その他企業局長が指示した事項

２ 借受人が、貸付財産を破損し、若しくは荒廃させた場合、企業局長の承認を経ないで前項各号の規定に違反した場合又は公有財産借受

申請書に掲げる誓約事項その他契約条項に違反した場合は、その損害を賠償させ、いつでも契約を解除することができる。

３ 公有財産を無断で使用し、又はこれによって収益した者については、その使用を中止させ、これにより生じた損害を賠償させなければ

ならない。ただし、特別の事情により、企業局長がやむを得ないものと認めた場合は、貸付けを追認し、その間の貸付料を既往に遡り追

徴することができる。

（貸付財産の使用目的変更）

第26条 総務課長は、公有財産の借受人が前条第１項ただし書の規定により企業局長の承認を受けようとするときは、借受公有財産の原状

変更承認申請書（別記様式第13号）又は借受公有財産の使用目的変更承認申請書（別記様式第14号）を提出させなければならない。

２ 前項の承認をする場合において企業局長が必要と認めるときは、相当額の保証金を徴収するものとする。

（公有財産貸付台帳）

第27条 総務課長は、貸付財産に関しその現状を明らかにするため、公有財産貸付台帳（別記様式第15号）を備え、所定の事項を記帳しな

ければならない。

（公有財産の返還）

第28条 公有財産の借受人は、借受財産の貸付期間が満了したときは、直ちに借受公有財産返還届書（別記様式第16号）を提出しなければ

ならない。

第４節 目的外使用許可

（行政財産の目的外使用許可）

第29条 総務課長は、行政財産の目的外使用の許可を受けようとする者については、個人又は国若しくは地方公共団体その他公共団体にあ

っては行政財産使用許可申請書（別記様式第17号）を、それ以外の法人等にあっては行政財産使用許可申請書及び役員等一覧を提出させ

、次に掲げる事項を明らかにし、決裁を受けなければならない。ただし、企業局長が特に必要がないと認める場合にあっては、この限り

でない。

（１） 使用を許可しようとする理由

（２） 所在地及び名称

（３） 土地についてはその地目及び面積、建物についてはその構造及び面積、その他のものについてはその種類、数量等

（４） 原状変更の有無及び内容

（５） 使用料予定額及び算定の基礎



宮 崎 県 公 報 平成 25年 ３ 月 29日（金曜日） 号外 第 22号

害 11害

（６） 使用料納付の期間及び方法

（７） 使用料を無償とし、又は減額しようとするときは、その理由及び根拠

（８） 予算額及び予算科目

（９） 使用の目的、用途及び期間

（10） 相手方の住所及び氏名

（11） 使用許可条件案

（12） 関係図面

（13） 暴力団又は暴力団関係者でないこと。

（14） その他参考となるべき事項

２ 総務課長は、行政財産の使用を許可したときは、行政財産使用許可書（別記様式第18号）を使用許可の申請をした者に交付しなければ

ならない。この場合において、行政財産使用許可書には、次に掲げる条件を付するものとする。ただし、行政財産の性質によっては、そ

の一部を変更し、又は省略することができる。

（１） 使用料は、企業局長の発行する納入通知書により、指定期日までに納入すること。

（２） あらかじめ書面により管理者の承認を得た場合のほか、使用許可財産を転貸しないこと。

（３） 使用許可を受けた権利を譲渡しないこと。

（４） あらかじめ書面により企業局長の承認を得た場合のほか、使用許可財産を使用許可書に明示した目的又は用途以外に使用しないこ

と。

（５） あらかじめ書面により企業局長の承認を得た場合のほか、使用許可財産の原状を変更し、又はこれに工作を加えないこと。

（６） 使用許可条件に違反したことにより、企業局に損害を与えたときは、使用者は、その損害につき賠償すること。

（７） 公用若しくは公共用に供するため必要が生じたとき、又は使用許可条件若しくは行政財産使用許可申請書に掲げる誓約事項に違反

したときは、使用許可を取り消し、又は使用に制限を加えること。

（８） 使用許可を取り消し、又は使用に制限を加えることにより、使用者に損失が生じる場合であっても、使用者はその補償を要求する

ことができないこと。

（９） その他必要と認める事項

３ 第23条及び第24条の規定は、行政財産の目的外使用を許可する場合に準用する。

（行政財産の目的外使用の使用料）

第30条 行政財産の目的外使用の使用料は、別に定めるもののほか、財産に関する条例（昭和39年宮崎県条例第８号）第６条の規定の例に

より算定するものとする。

２ 前項の規定により算定した標準年額に係る使用料の額が、 1，000円未満のときはこれを 1，000円に切り上げるものとし、その額が 1，0

00円を超えるときは、超える額を 500円単位に切り上げるものとする。

（行政財産の目的外使用に関する準用規定）

第31条 第21条の規定は、行政財産をその用途又は目的を妨げない限度において使用又は収益をさせる場合に準用する。

（行政財産の使用許可期間）

第32条 行政財産の使用許可の期間は、１年以内とする。ただし、次に掲げる場合は、使用許可の期間を３年以内とすることができる。

（１） 電柱類、公衆電話類、地下埋設物その他これらに類する物件を設置するため使用するとき。

（２） その他企業局長が特に必要と認めるとき。

２ 前項の期間は、これを更新することができる。

（目的外使用許可財産の使用目的変更等）

第33条 総務課長は、目的外使用許可財産の使用者が、現に使用を許可している使用許可財産の使用目的変更又は原状変更の承認を受けよ

うとするときは、あらかじめ使用者に行政財産使用目的変更承認申請書（別記様式第19号）又は行政財産原状変更承認申請書（別記様式

第20号）を提出させなければならない。

２ 前項の規定により、原状変更を承認しようとするときは、返還時における原状回復義務を付するものとする。

３ 前項の規定により、返還時における原状回復義務を付した場合において、企業局長が特に原状に回復する必要がないと認めるときは、

使用者は、原状変更のまま返還することができる。

（行政財産使用許可台帳）

第34条 総務課長は、使用許可財産に関し、その原状を明らかにするため行政財産使用許可台帳（別記様式第21号）を備え、所定の事項を

記帳しなければならない。

（使用許可財産の返還）

第35条 使用許可財産の使用者は、使用許可期間が満了したときは、直ちに使用許可財産返還届書（別記様式第22号）を提出しなければな

らない。

第５節 所管換え等

（公有財産の所管換え又は所属替え）

第36条 課の長は、公有財産の所管換え又は所属替えをしようとするときは、次に掲げる事項を明らかにした書類を作成し、決裁を受けな

ければならない。ただし、公有財産の性質によっては、その一部を省略することができる。
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（１） 所管換え又は所属替えの理由

（２） 所在地及び名称

（３） 土地についてはその地目及び面積、建物についてはその構造及び面積、その他のものについてはその種類、数量等

（４） 当該公有財産に係る予算

（５） 当該公有財産を管理する課の長の意見

（６） その他参考となるべき事項

２ 課の長は、所管換え又は所属替えを受けようとするときは、従前の公有財産の管理を分掌する者から公有財産台帳抄本及び関係図面を

所管換え（所属替え）財産引継書（別記様式第23号）により引継ぎを受けなければならない。

（公有財産の使用承認）

第37条 総務課長は、公有財産の使用承認をしようとするときは、別に定めるもののほか、前条第１項の例により決裁を受けなければなら

ない。

（支障木の伐採等）

第38条 総務課長は、企業局の所有する施設用地又は水源かん養林の土地（以下「局有地」という。）における支障木の伐採の承認を受け

ようとする者があるときは、支障木伐採申請書（別記様式第24号）を提出させなければならない。

２ 総務課長は、前項の支障木の伐採がやむを得ないものと認めるときは、承認することができるものとする。

３ 前項の規定により、伐採の承認をしようとするときは、必要に応じて立竹木の損失に関する補償契約を締結しなければならない。

（土地への立入りの承認）

第39条 総務課長は、企業局の工事等を請け負い、又は企業局から許可、貸付、指示等を受けて立ち入る者及び法令等により立ち入る権限

を有する者を除き、局有地に立ち入ろうとする者があるときは、あらかじめ土地立入り承認申請書（別記様式第25号）を提出させなけれ

ばならない。ただし、土地について災害等により緊急に立ち入る必要があると認めたときは、口頭により申請することができるものとす

る。

２ 課の長は、前項に規定する立入りの理由が次の各号のいずれかに該当し、業務に支障がないと認めたときは、承認するものとする。

（１） 電気通信事業者等が所有し、又は管理する施設の維持管理等のため立ち入るとき。

（２） 局有地以外の土地の測量調査等のため立ち入るとき。

（３） 報道機関等が取材等で立ち入るとき。

（４） その他企業局長が、立入りの理由をやむを得ないと認めたとき。

（異なる会計間の所管換え等）

第40条 公有財産を異なる会計の間において所管換え若しくは所属替えをし、又は異なる会計をして使用させるときは、当該会計の間にお

いて有償として整理するものとする。ただし、企業局長が特にその必要がないと認める場合は、この限りでない。

（分類換え）

第41条 第36条第１項の規定は、公有財産の分類換えについて準用する。

（編入換え）

第42条 第８条及び第46条の規定は、公有財産の編入換えについて準用する。

第６節 維持及び保存

（公有財産の維持及び保存）

第43条 課の長は、その管理する公有財産について、常に次に掲げる事項に注意しなければならない。

（１） 公有財産の維持、保存及び使用の適否

（２） 使用料又は貸付料の適否

（３） 使用させ、又は貸し付けた公有財産の使用収益の状況

（４） 土地については境界

（５） 公有財産の増減とその証拠書類との符合状況

（６） 公有財産と登記簿又は登録簿、公有財産台帳及び関係図面との符合状況

（７） 公有財産台帳記載事項の適否

（有価証券の出納及び保管）

第44条 企業局会計規程第９章の規定は、公有財産に属する有価証券の出納及び保管について準用する。

（火災保険に関する事項）

第45条 総務課長は、公有財産で、次の各号のいずれかに該当し、火災保険契約を締結する必要があると認めるものについては、毎会計年

度の開始前、あらかじめ当該会計年度の期間を契約期間として、宮崎県行政組織規則（平成10年宮崎県規則第15号）第５条に規定する総

務部総務課の長に火災保険契約の締結を要請しなければならない。

（１） 木造の建物

（２） 重要な文化財等高価な物件を保管する建物

（３） 水利の不便な地に存在する建物

（４） 前３号のほか、火災発生度の高い公有財産

２ 総務課長は、年度の途中において取得した財産で、前項各号のいずれかに該当し、火災保険契約を締結する必要があると認めるものに
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ついては、前項の規定に準じ契約手続をしなければならない。

３ 総務課長は、火災保険契約を締結した公有財産に異動を生じたときは、直ちに総務部総務課の長に火災保険契約の変更を要請しなけれ

ばならない。

４ 水源かん養林及び分収林については、前３項の規定にかかわらず別途、必要に応じて火災保険契約を締結するものとする。

第５章 処分

（普通財産の処分）

第46条 課の長は、普通財産を処分しようとするときは、次に掲げる事項を明らかにした書類を作成し、決裁を受けなければならない。た

だし、普通財産の性質によっては、その一部を省略することができる。

（１） 処分しようとする理由

（２） 所在地及び名称

（３） 土地についてはその地目及び面積、建物についてはその構造及び面積、その他のものについてはその種類及び数量等

（４） 処分予定価格又は処分見積価格及び価格算定の基礎

（５） 価格評定書

（６） 予算額及び予算科目

（７） 代金納付の方法及び時期

（８） 契約の方法及びその理由

（９） 随意契約により処分する場合は、その相手方の住所及び氏名

（10） 譲与又は減額譲渡により処分するものについては、その理由

（11） 契約書案

（12） 関係図面

（13） その他参考となるべき事項

２ 建物を国又は地方公共団体以外の者に譲渡しようとするときは、課の長は、あらかじめ表示及び権利に関する登記の手続をしなければ

ならない。

（普通財産の交換）

第47条 普通財産は、次の各号のいずれかに該当するときは、これをほかの同一種類の財産と交換することができる。ただし、価額の差額

が、その高価なものの価額の６分の１を超えるときは、この限りでない。

（１） 企業局において事務又は事業の用に供するため、他人の所有する財産を必要とするとき。

（２） 国又は地方公共団体その他公共団体において、公用又は公共用に供するため、企業局の普通財産を必要とするとき。

２ 前項の規定により交換する場合において、その価額が等しくないときは、その差額を金銭で補足しなければならない。

（価格の評定方法）

第48条 総務課長は、普通財産の処分に当たっては、不動産鑑定士その他精通者の意見、売買実例等を参考にして、当該物件の品位、立地

条件等を総合し、公平かつ妥当な価格を評定しなければならない。

２ 総務課長は、公有財産の取得及び管理についても前項に準じ価格の評定を行うものとする。

（普通財産の減額譲渡又は譲与）

第49条 普通財産は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを時価からその３割以内を減額した対価で譲渡することができる。

（１） 地方公共団体その他公共団体又は公共的団体において、公用若しくは公共用又は公益事業の用に供するため、普通財産を地方公共

団体その他公共団体又は公共的団体に譲渡するとき。

（２） 地方公共団体その他公共団体において維持及び保存の費用を負担した公用又は公共用に供する財産の用途を廃止した場合において

、当該用途の廃止によって生じた普通財産を、その負担した費用の額の範囲内において当該地方公共団体その他公共団体に譲渡すると

き。

（３） 公用又は公共用に供する公有財産のうち寄附に係るものの用途を廃止した場合において、当該用途の廃止によって生じた普通財産

を、その寄附者又はその相続人その他の包括承継人に譲渡するとき。

（４） 公用又は公共用に供する公有財産の用途に代わるべきほかの財産の寄附を受けるため、その用途を廃止した場合において、当該用

途の廃止によって生じた普通財産を、寄附を受けた財産の価額に相当する金額の範囲内において当該寄附者又はその相続人その他の包

括承継人に譲渡するとき。

２ 前項各号のいずれかに該当する場合において、管理者が特に必要と認める場合は、同項の規定にかかわらず、同項に規定する率を超え

て減額した対価でこれを譲渡し、又は譲与することができる。

附 則

（施行期日）

１ この企業管理規程は、平成25年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この企業管理規程の施行の前日までに行った公有財産の貸付け及び使用承認並びに行政財産の目的外使用許可は、この企業管理規程に

基づき行ったものとみなす。

別表（第６条関係）
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専決事項専 決 者

１ 予定価格 4，000万円以上 6，000万円未満の公有財産の取得に関すること。

２ 予定価格 200万円以上 1，000万円未満の普通財産の処分に関すること。

３ 予定価格 100万円以上 600万円未満の公有財産の貸付に関すること。

４ 予定価格 100万円以上の不動産の借受けに関すること。

５ 登記前支払いに関すること。

６ 行政財産の用途変更又は用途廃止に関すること。

７ 行政財産の所管替え、所属替え、使用承認、分類替え及び編入換えに関すること。

副 局 長

１ 予定価格 4，000万円未満の公有財産の取得に関すること。

２ 予定価格 200万円未満の普通財産の処分に関すること。（取り壊し又は撤去の目的をもって用途廃止した普通財産

の廃棄に関することを除く。）

３ 予定価格 100万円未満の公有財産の貸付に関すること。

４ 予定価格 100万円未満の不動産の借受けに関すること。

５ 行政財産の目的外使用許可及び更新に関すること。

６ 公有財産の登記嘱託に関すること。

７ 土地の境界の確定に関すること。

８ 貸付財産及び使用許可財産の原状変更又は使用目的変更の承認に関すること。

９ 公有財産の使用承認及び更新に関すること。

10 電柱類、広告板類、標識柱類、配管類、公衆電話類、自動販売機類の設置に係る公有財産の貸付け又は行政財産の

目的外使用許可に関すること。

11 間伐及び風倒木の処分に関すること。

12 公有財産の火災保険契約に関すること。

総務課長

１ 予定価格 4，000万円未満の公有財産の取得に関すること。

２ 建物又は工作物で取り壊し又は撤去の目的をもって用途廃止した普通財産の廃棄に関すること。

課 の 長
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